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議案第９９号

向日市職員の給与に関する条例等の一部改正について

向日市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を制定す

る。

よって、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第１号の規定により、議会の議決を求める。

令和２年１１月２７日提出

向日市長 安 田 守
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条例第 号

向日市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（向日市職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 向日市職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第７号）

の一部を次のように改正する。

第１５条の４第２項及び第３項中「１００分の１３０」を「１

００分の１２５」に改める。

第２条 向日市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正す

る。

第１５条の４第２項及び第３項中「１００分の１２５」を「１

００分の１２７．５」に改める。

（向日市長及び副市長の給与に関する条例の一部改正）

第３条 向日市長及び副市長の給与に関する条例（昭和３９年条例

第２０号）の一部を次のように改正する。

第５条第２項中「１００分の１７０」を「１００分の１６５」

に改める。

第４条 向日市長及び副市長の給与に関する条例の一部を次のよう

に改正する。

第５条第２項中「１００分の１６５」を「１００分の１６７．

５」に改める。

（向日市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部改正）

第５条 向日市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
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（令和元年条例第４号）の一部を次のように改正する。

第１３条第１項中「この場合において」の次に「、給与条例第

１５条の４第２項中「１００分の１２５」とあるのは、「１００

分の１３０」と読み替え」を加え、「給与条例第１５条の４第５

項」を「同条第５項」に改める。

第６条 向日市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

の一部を次のように改正する。

第１３条第１項中「、給与条例第１５条の４第２項中「１００

分の１２５」とあるのは、「１００分の１３０」と読み替え」を

削り、「同条第５項」を「給与条例第１５条の４第５項」に改め

る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条及

び第６条の規定は、令和３年４月１日から施行する。
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〈参 考〉

（第１条関係）向日市職員の給与に関する条例の一部改正

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

（期末手当） （期末手当）

第１５条の４ 略 第１５条の４ 略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５ ２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１３０

を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけ を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけ

るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当 るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同 ３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同

項中「１００分の１２５」とあるのは「１００分の７ 項中「１００分の１３０」とあるのは「１００分の７

２．５」とする。 ２．５」とする。

４～６ 略 ４～６ 略
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（第２条関係）向日市職員の給与に関する条例の一部改正

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

（期末手当） （期末手当）

第１５条の４ 略 第１５条の４ 略

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２ ２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２

７．５を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間 ５ を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間．０

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応 におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同 ３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同

項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の 項中「１００分の１２５ 」とあるのは「１００分の

７２．５」とする。 ７２．５」とする。

４～６ 略 ４～６ 略
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（第３条関係）向日市長及び副市長の給与に関する条例の一部改正

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

第５条 略 第５条 略

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前項後段に ２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前項後段に

規定するものにあっては、退職した日現在）において前 規定するものにあっては、退職した日現在）において前

項に規定する者が受けるべき給料の月額、地域手当の月 項に規定する者が受けるべき給料の月額、地域手当の月

額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額並び 額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額並び

に給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額 に給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額

に１００分の１５を乗じて得た額の合計額（以下「基礎 に１００分の１５を乗じて得た額の合計額（以下「基礎

額」という。）に１００分の１６５を乗じて得た額に、 額」という。）に１００分の１７０を乗じて得た額に、

基準日以前６か月以内の期間におけるその者の向日市職 基準日以前６か月以内の期間におけるその者の向日市職

員の給与に関する条例第１５条の４第２項各号に掲げる 員の給与に関する条例第１５条の４第２項各号に掲げる

在職期間の区分に応じて、当該各号に定める割合を乗じ 在職期間の区分に応じて、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。 て得た額とする。

３ 略 ３ 略
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（第４条関係）向日市長及び副市長の給与に関する条例の一部改正

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

第５条 略 第５条 略

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前項後段に ２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前項後段に

規定するものにあっては、退職した日現在）において前 規定するものにあっては、退職した日現在）において前

項に規定する者が受けるべき給料の月額、地域手当の月 項に規定する者が受けるべき給料の月額、地域手当の月

額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額並び 額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額並び

に給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額 に給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額

に１００分の１５を乗じて得た額の合計額（以下「基礎 に１００分の１５を乗じて得た額の合計額（以下「基礎

額」という。）に１００分の１６７．５を乗じて得た額 額」という。）に１００分の１６５ を乗じて得た額

に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の向日 に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の向日

市職員の給与に関する条例第１５条の４第２項各号に掲 市職員の給与に関する条例第１５条の４第２項各号に掲

げる在職期間の区分に応じて、当該各号に定める割合を げる在職期間の区分に応じて、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 乗じて得た額とする。

３ 略 ３ 略
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の向日市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

（第５条関係）一部改正

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

（期末手当） （期末手当）

第１３条 会計年度任用職員（別に定める者を除く。）の 第１３条 会計年度任用職員（別に定める者を除く。）の

期末手当は、常勤職員の例により支給することができ 期末手当は、常勤職員の例により支給することができ

、給与条例第１５条の４第２項中る。この場合において、給与条例第１５条の４第２項中 る。この場合において

「１００分の１２５」とあるのは、「１００分の１３「１００分の１２５」とあるのは、「１００分の１３

０」と読み替え、期末手当基礎額については同条第５項 、期末手当基礎額については給与条例第０」と読み替え

に掲げる職員以外の者の例による。 １５条の４第５項に掲げる職員以外の者の例による。

２ 略 ２ 略
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の向日市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

（第６条関係）一部改正

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

（期末手当） （期末手当）

第１３条 会計年度任用職員（別に定める者を除く。）の 第１３条 会計年度任用職員（別に定める者を除く。）の

期末手当は、常勤職員の例により支給することができ 期末手当は、常勤職員の例により支給することができ

る。この場合において る。この場合において、給与条例第１５条の４第２項中、給与条例第１５条の４第２項中

「１００分の１２５」とあるのは、「１００分の１３「１００分の１２５」とあるのは、「１００分の１３

、期末手当基礎額については給与条例第 ０」と読み替え、期末手当基礎額については同条第５項０」と読み替え

１５条の４第５項に掲げる職員以外の者の例による。 に掲げる職員以外の者の例による。

２ 略 ２ 略


